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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、次の基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンスの充実に取り組みます。

（１） 株主の権利を尊重し、平等性を確保するとともに、株主のほか従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会をはじめとする様々なステークホル

ダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働します。

（２） 会社情報を適時・適切に開示し、透明性の確保に努めます。

詳しくは、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」をご参照ください。

https://assets.takasago.com/prod/default/s3fs-public/2022-06/cg_policy_2022.pdf

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（原則４－８）

当社は、現時点では独立社外取締役は２名のみとなっており、独立社外取締役を３分の１以上選任できておりません。ただし、取締役会において
は、独立社外監査役２名を加えた４名の独立社外役員が、それぞれの知識・経験に基づき、積極的に議論に参加しております。

当社は、適切な人材を積極的に登用し、独立社外取締役を３分の１以上選任することを目指します。

（原則４－１１）

当社は、現時点ではジェンダーや国際性の面における多様性を含む構成となっておりませんが、性別や国籍に関わらず、適切な人材は積極的に
登用したいと考えております。また、現在の取締役会は、取締役会の役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力を全体としてバランス良
く備えております。

当社は、取締役会構成員のさらなる多様性の確保を目指します。

（補充原則４－１１①）

当社は、現時点では他社での経営経験を有する独立社外取締役はおりません。当社は、独立社外取締役候補者を選定する際には、経営環境の
変化、事業戦略および取締役会全体として備えるべき知識・経験・能力のバランス等を踏まえ、他社での経営経験を有する独立社外取締役の選
任を含め、取締役会の多様性と適切なガバナンス体制の確保を目指します。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

以下は、2021年６月の改訂後のコーポレートガバナンス・コードに基づき記載しています。

（原則１－４）

政策保有株式については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第４条において、以下を定めております。

・政策保有株式の保有方針は、取引関係の維持強化や安定した資金調達など事業の円滑な推進により、中長期的に当社の企業価値を向上させ
ることを目的とすること。

・取締役会は、毎年、個別の政策保有株式について、中長期的な収益機会や配当等も含めたリターンおよびリスクを総合的に勘案し保有の合理
性を確認し、政策保有株式として保有することの合理性が確認できない場合は、当該株式保有を縮減すること。

・政策保有株式の議決権行使に関して、当社の保有方針への適合性、株式保有先企業の企業価値の向上、ひいては当社の企業価値の向上に
資するか否かを判断した上で適切に議決権を行使すること。

・当社の株式を保有している企業と、経済合理性について十分に検証しないまま取引を継続するなど、当社や株主共同の利益を害するような取引
を行わないこと。また、当該企業から、株式の売却の意向が示された場合には、その売却を妨げないこと。

取締役会は、年1回、個別銘柄ごとの中長期的な収益機会や配当等を含めたリターンおよびリスクが資本コストに見合っているか等を総合的に勘
案し、保有の合理性を確認しております。

また、政策保有株式として保有することの合理性が確認できない場合は、当該株式保有を縮減することとしております。

なお、2022年３月期において当社保有の政策保有株式のうち、３銘柄の全数売却、５銘柄の一部売却（売却金額1,297百万円）を実施しました。そ
の結果、当社の政策保有株式の保有残高は、2022年３月期末で20,209百万円となっております。

（原則１－７）

関連当事者間の取引については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第６条において、以下を定めております。

・当社取締役との取引にあたっては、法令および社内規程に従いあらかじめ取締役会の承認を経て行うこと。

・当社の主要株主との取引にあたっては、取引条件が一般の取引と同様であることが明確な場合を除き、当該取引が当社や株主共同の利益を害
することがないよう、法令および社内規程に従い、あらかじめ取締役会の承認を経て行うこと。



（補充原則２－４①）

当社グループは、Vision 2040において「人にやさしく、環境にやさしく」を掲げ「多様な価値観を尊重する」ことを目指しております。また、中期経営

計画「New Global Plan-1【NGP-1】」における「５つの柱」として「人材開発」、「７つの重点課題」として「海外拠点と日本を繋ぐ安定した人材の開発」

に取り組んでおります。

中核人材の登用においては、ジェンダー・国際性・職歴・年齢等の多様性が確保できるよう努めております。

当社は、仕事と家庭、育児との両立のための制度の充実を図るとともに、女性活躍推進法に基づいて作成した行動計画に従い、女性管理職の育
成・意識改革を目的とした研修等を行っております。現在の女性管理職比率は16％程度となっておりますが、更に比率増加と活躍を推進してまい
ります。

当社は、グローバルに活躍できる人材育成の一環として、外国籍人材の採用にも積極的に取り組んでおります。現在の外国人管理職は数名程度
となっておりますが、今後増加を推進してまいります。

また、多様な経験・技能等を有する人材の中途採用にも取り組んでおります。過去５年間における中途採用者に占める管理職比率は25％程度と
なっておりますが、今後も積極的な登用を進めてまいります。

新しい価値を創出し続けるために、多様な人材が特性や個性を生かし、いきいきと働くことのできるよう、健康と安全に配慮した職場環境づくりに
努めております。

人材の多様性や育成方針、実施状況につきましては、社会・環境報告書をご参照ください。

https://assets.takasago.com/prod/default/s3fs-public/2022-01/5th_takasago_J_2021.pdf

また、当社の中途採用比率につきましては、以下をご参照ください。

https://www.takasago.com/ja/recruit/recruitment/career.html#career1

（原則２－６）

企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第10条において、以下を定めており
ます。

・企業年金の積立金の運用が従業員の安定的な資産形成に加えて当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、企業年金担当部門が運用機
関に対するモニタリング等の適切な活動を実施できるよう、必要な経験や資質を備えた人材の育成や計画的な配置に努めること。

・企業年金の積立金の運用にあたり、運用機関の選定、管理および評価等に関し、運用基本方針を定めること。

（原則３－１）

（１）創業精神、企業理念、Vision 2040については、以下の通りです。

創業精神

技術立脚の精神に則り社会に貢献する

企業理念

香りを原点とする革新的な技術を通して、新しい価値を創造し続ける

Vision 2040

人にやさしく、環境にやさしく

1.　多様な価値観を尊重する

2.　自然と共生し、人々の生活に彩りを与える

3.　夢と誇りを持って未知の世界へ挑戦する

4.　常に高い技術を追求する、かけがえのない会社

企業憲章については、以下をご参照ください。

https://www.takasago.com/ja/aboutus/vision.html

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を定めております。以下をご参
照ください。

https://assets.takasago.com/prod/default/s3fs-public/2022-06/cg_policy_2022.pdf

（３）取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続については、当社「取締役の報酬等の決定方針」において、以下の通り定めております。

（基本方針）

①業務執行取締役の報酬等は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けて、当該業務執行取締役の意欲をより高めることので
きる、適切、公正かつバランスのとれたものとする。

②業務執行取締役の報酬等は、前項の方針に従い、株主総会で決議された額の範囲内で、一部業績連動の要素を反映させ、かつ、中長期的な
業績と連動させるものとし、指名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会で決定するものとする。

③社外取締役の報酬等は、社外取締役の職責を反映した定額の固定報酬のみとし、株式関連報酬その他の業績連動型の要素は含まないものと
する。

（固定報酬）

固定報酬は、各取締役の職責や役位に応じて毎月支給する報酬であり、個々の支給水準については、業績、過去実績、従業員給与の支給水準
及び他社の支給水準等を勘案して支給額を決定する。

（業績連動報酬（賞与））

業績連動報酬（賞与）は、会社業績や各取締役の経営への貢献度に応じて毎年一定の時期に支給する報酬であり、各事業年度の連結売上高、
連結営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益等の業績指標に基づき、さらに各取締役が設定した重点施策に対する達成度等を総合的
に勘案して支給額を決定する。

（株式報酬等）

株式報酬等は、譲渡制限付株式報酬及び株価連動型金銭報酬等によるものとする。

譲渡制限付株式報酬は、取締役会決議に基づき、対象となる取締役に毎年一定の時期に金銭報酬債権を支給し、取締役が当該金銭報酬債権
の全部を現物出資の方法で払い込むことにより、当社普通株式を割り当てる方法により支給する。

支給する金銭報酬債権の報酬額の上限は年額1億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）、交付を受ける株式の総数は年４万
株以内とし、個人別の株式割当て数を含め、指名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会が決定する。



なお、譲渡制限期間は、取締役が株式の割当てを受けた日から、当社の取締役その他当社の取締役会が定める地位を退任又は退職等する日（
取締役会決議でそれより遅い日を定めた場合はその日）までの期間とし、譲渡制限期間中、取締役は割当てを受けた株式について、第三者に対
して譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない。

国内非居住の取締役に対しては、上記の譲渡制限付株式報酬に代替する報酬として、取締役の金銭報酬について株主総会で決議された総額の
範囲内で、株価連動型金銭報酬（ファントム・ストック）を付与するものとし、株式割当日に当社普通株式を支給したものと仮想して、想定される譲
渡制限期間解除時に、その時点における当該株価相当額の金銭を支給する。個人別に付与する株価連動型金銭報酬（ファントム・ストック）は、指
名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会が決定する。

（業務執行取締役の報酬等の構成及び割合）

業務執行取締役の報酬は、固定報酬、主として短期業績を反映する業績連動報酬としての賞与及び株主との価値共有の一層の促進を通じて中
長期的な企業価値向上に資する報酬体系としての株式報酬等で構成される。

各報酬の構成比（賞与が満額支給された場合の構成比）は、原則として、概ね、固定報酬（60％程度）、業績連動報酬（賞与）（20％程度）、株式報
酬等（20％程度）となるように設定する。

（取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項）

取締役会は、取締役の個人別の報酬の支給額の決定のうち、各取締役の固定報酬及び業績連動報酬（賞与）の額の決定につき、代表取締役に
一任する旨の取締役会決議を行い、代表取締役にその具体的内容について委任する。

なお、報酬額の決定に際して、代表取締役は、指名報酬委員会からの答申内容を尊重する。

（４）取締役および監査役の資格および選解任手続については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第18条および第21条において、
以下を定めております。

・優れた人格、当社の企業理念および経営基本方針に基づき、経営を的確、公正かつ効率的に遂行できる見識、能力および豊富な経験とともに、
高い倫理観を有している者が、当社の取締役として適任と考えること。

・取締役候補者の選定にあたっては、ジェンダーや国際性、職歴、年齢等を問わず人物本位とするとともに、その多様性にも配慮すること。

・全ての取締役は、その任期を１年とし、定時株主総会決議による選任の対象とすること。

・取締役の選解任にあたっては、指名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会で候補者を決定すること。

・優れた人格、取締役の職務の執行の監査を的確、公正かつ効率的に遂行できる見識、能力および豊富な経験、必要な財務・会計・法務に関す
る知識とともに、高い倫理観を有している者が、当社の監査役として適任と考えること。

・当社の監査役のうち少なくとも１名は、財務・会計に関する適切な知見を有している者が適任と考えること。

・監査役会を構成する者の多様性に配慮すること。

・補欠監査役を含む新任監査役の候補者は、本条の定めに従い、監査役会の同意を得た上で、取締役会で決定すること。

（５）当社の取締役および監査役の選解任基準については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第18条および第21条の記載のとおり
です。詳細は、原則３－１（４）の記載をご参照ください。

また、取締役・監査役候補者の個々の選任・指名の理由については、それぞれ株主総会参考書類に記載しています。

（補充原則３－１③）

（１）　当社は、地球環境に配慮し、社会に信頼される企業を目指してサステナビリティ経営を推進しています。サステナビリティ基本方針を制定し、
重要項目であるマテリアリティに基づきSustainability 2030を策定、取締役会の承認を得て各活動を推進しています。サステナビリティ基本方針、マ

テリアリティおよびSustainability 2030は、当社ウェブサイトをご参照ください。

サステナビリティ基本方針：https://www.takasago.com/ja/sustainability/takasago_sustainability/vision.html#vision

マテリアリティ：https://www.takasago.com/ja/sustainability/takasago_sustainability/materiality.html

Sustainability 2030：https://www.takasago.com/ja/sustainability/takasago_sustainability/plan.html

（２）　当社の人的資本への投資については、社会・環境報告書をご参照ください。

https://assets.takasago.com/prod/default/s3fs-public/2022-01/5th_takasago_J_2021.pdf

（３）　当社の知的財産への投資については、企業理念「香りを原点とする革新的な技術を通して、新しい価値を創造し続ける」を実現するための
重要な経営基盤の一つと考えております。研究開発及び技術開発力の推進を図り、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を通して社会の
発展につながるような知的財産の確立を目指しております。また、オープンイノベーションの推進ならびに独自性の高い情報資産の創出にバラン
スよく取り組んでまいります。

知的財産に関わる研究の状況については、社会・環境報告書をご参照ください。

https://assets.takasago.com/prod/default/s3fs-public/2022-01/5th_takasago_J_2021.pdf

（補充原則４－１①）

取締役会の役割・責務、経営陣に対する委任の範囲については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第12条において、以下を定め
ております。

・取締役会は、株主からの委託を受け、効率的かつ実効的なコーポレートガバナンスを実現し、それを通じて、当社の持続的な成長と中長期的な
企業価値の向上について責任を負うこと。

・取締役会は、前項の責任を果たすため、経営全般に対する監督機能を発揮して経営の公正性・透明性を確保するとともに、経営戦略および経営
計画の策定や重要な投資案件等の業務執行の決定等を通じて、当社のために最善の意思決定を行うこと。

・取締役会は、取締役会が決定すべき事項につき、社内規程にその内容を定めること。

・取締役会は、取締役会が決定すべき事項以外の業務の執行およびその決定について、代表取締役社長等の経営陣に委任するとともに、これら
の職務の執行状況を監督すること。

（原則４－９）

独立社外取締役の独立性判断基準および資質については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第20条において、以下を定めており
ます。

・独立社外取締役の選任にあたっては、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第18条第１項に定める資質に加え、当社の独立性判断
基準に抵触しないことを条件とすること。

（参考）第18条第１項：

当社の取締役は、優れた人格、当社の企業理念および経営基本方針に基づき、経営を的確、公正かつ効率的に遂行できる見識、能力および豊
富な経験とともに、高い倫理観を有している者が適任と考えます。



また、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」の（別紙）に「社外役員の独立性に係る基準」を定めております。

（補充原則４－１０①）

当社は、経営陣幹部の選任および取締役候補者の指名（後継者計画を含む）ならびに取締役の報酬の決定に当たっては、指名報酬委員会の答
申内容を尊重し、取締役会で決定することとしております。

指名報酬委員会は、経営陣からの独立性を確保するために、過半数を独立社外取締役で構成しており、また「取締役の報酬等の決定方針」にお
いて指名報酬委員会からの答申内容を尊重することを規定する等、指名・報酬の決定手続における客観性・透明性の確保に努めております。

なお、指名報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の事項について審議し、取締役会に答申を行うこととしております。

1.　取締役の選任・解任（株主総会決議事項）に関する事項

2.　執行役員等の経営幹部の選任および解任に関する事項

3.　１および２を決議するために必要な基本方針、規則および手続等の制定、変更、廃止

4.　取締役および執行役員等の経営幹部の報酬等に関する事項

5.　取締役の報酬限度額（株主総会決議事項）に関する事項

6.　後継者計画（育成を含む）に関する事項

7.　その他経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項

（補充原則４－１１①）

取締役会の構成に関する考え方、取締役の資格および選解任手続については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第16条および
第18条において、以下を定めております。

・コーポレートガバナンスの一層の充実をはかるため、複数の社外役員を選任し、これら社外役員のさまざまな観点からの意見をふまえ、取締役
会において適切な意思決定や監督の実施等がなされるよう努めること。

・優れた人格、当社の企業理念および経営基本方針に基づき、経営を的確、公正かつ効率的に遂行できる見識、能力および豊富な経験とともに、
高い倫理観を有している者が、当社の取締役として適任と考えること。

・取締役候補者の選定にあたっては、ジェンダーや国際性、職歴、年齢等を問わず人物本位とするとともに、その多様性にも配慮すること。

・全ての取締役は、その任期を１年とし、定時株主総会決議による選任の対象とすること。

・取締役の選解任にあたっては、指名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会で候補者を決定すること。

当社の各取締役・監査役のスキル・マトリックスについては、株主総会招集通知をご参照ください。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4914/announcement1/79759/00.pdf

なお、現時点では独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者はおりません。

取締役会において検討してまいります。

（補充原則４－１１②）

独立社外役員の兼任制限については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第22条において、以下を定めております。

・独立社外取締役および独立社外監査役は、当社以外の兼任を合理的な範囲にとどめ、当社はその兼任状況を毎年開示すること。

（補充原則４－１１③）

取締役会の実効性評価については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第26条において、以下を定めております。

・取締役会は、各取締役の自己評価等に基づき、取締役会全体の実効性について、毎年分析・評価を行い、その結果の概要を公表すること。

なお、本年の取締役会の実効性評価の結果については、「当社取締役会の実効性評価の結果の概要について」をご参照ください。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/4914/tdnet/2111325/00.pdf

（補充原則４－１４②）

取締役・監査役に対するトレーニングの方針については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第23条において、以下を定めておりま
す。

・取締役および監査役は、その役割を果たすために、当社の財務状態、法令遵守、コーポレートガバナンスその他の事項に関して、常に能動的に
情報を収集し、研鑽を積まなければならないこと。

・取締役、監査役および執行役員に対して、経営者としてのスキル向上のため、年１回以上の研修を開催すること。

・新たに取締役、監査役および執行役員に就任する者に対するトレーニングに必要な機会を提供すること。

（原則５－１）

株主との建設的な対話に関する方針については、当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第28条において、以下を定めております。

・株主等との建設的な対話を重視し、経営トップを始めとした経営陣幹部を中心に様々な機会を通じて対話を持つように努めること。これらの対話
を通じて、当社グル－プの経営戦略や経営計画に対する理解を得る努力を行うとともに、株主等の声を真摯に受け止め、当社グル－プの持続的
な成長と中長期的な企業価値向上につなげること。

・持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する建設的な対話を目的とする株主等からの面談の申し込みに対し、その面談の目的も踏まえ、
合理的な範囲で、経営陣幹部、社外取締役を含む取締役または監査役が対応することを基本とすること。

・ＩＲ活動は管理担当役員が統括し、株主等との対話で把握した意見・懸念については、速やかに経営トップをはじめとする社内関係部門にフィ－
ドバックすること。

・株主との建設的な対話を促進するための取り組みとして、ＩＲ、経営企画、総務、法務、経理部門においては、一部部員の相互兼務や定期的な情
報共有等を通じ、有機的な連携をはかること。

・アナリスト・機関投資家向け年２回のＩＲ説明会を開催し、代表取締役社長が説明を行うとともに、当該説明会用の資料は、当社Ｗｅｂサイトで開
示すること。

・内部者情報管理規程に基づき、対話におけるインサイダ－情報の漏えい防止に努めること。

・株主等との建設的な対話に資するため、定期的に株主名簿による株主構造の把握に努めること。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
1,932,133 9.84

日本生命保険相互会社 1,468,910 7.48

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
1,171,400 5.97

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES

PARIS/JASDEC/BNPP SA RETAIL FRANCE

(常任代理人　香港上海銀行)

994,000 5.06

株式会社三菱UFJ銀行 947,146 4.82

共栄火災海上保険株式会社 780,870 3.98

中江産業株式会社 720,720 3.67

MLI FOR CLIENT GENERAL OMNI NON COLLATERAL NON TREATY-PB

（常任代理人　BOFA証券株式会社）
614,400 3.13

高砂香料従業員持株会 520,352 2.65

株式会社みずほ銀行

（常任代理人 株式会社日本カストディ銀行）
486,681 2.48

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

当社は自己株式を518,033株保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項



組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

野依 良治 学者 △

松田 浩明 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



野依 良治 ○

野依良治氏は、2015年３月まで、独立行
政法人理化学研究所の理事長を務めて
おりました。当社は2021年度、独立行政法
人理化学研究所に対し、研究支援目的で
20万円を寄附しております。

野依良治氏は、有機合成化学の専門家として
、長年研究に携わり、2001年にノーベル化学賞
を受賞したほか、国内有数の研究機関の要職
を歴任し、組織運営の経験を有しております。
同氏には、研究者及び組織運営者としての経
験・見識を基にした客観的見地から、当社の技
術力を高める助言や企業価値向上に資する提
言・助言を期待しております。 なお、当社は同

氏が2015年３月まで理事長を務めていた独立
行政法人理化学研究所に対し、研究支援目的
での寄付を行っておりますが、金額は僅少にと
どまっております。

また、同氏は東レ株式会社の社外取締役を兼
職しておりますが、当社と東レ株式会社の間に
は特別の関係はなく、当社の「社外役員の独立
性に関する基準」に照らし、当社からの独立性
を有しております。一般株主との利益相反が生
じる恐れのない独立役員としての役割を十分に
果たしていただけると判断し、独立役員に指定
いたしました。

松田 浩明 ○

松田浩明氏は、法律事務所のパートナー
弁護士として、当社と顧問契約を締結して
おりました。現在、当社は、同事務所に所
属する他の弁護士との間で顧問契約を締
結しております。なお、2021年４月から202
2年３月までの当社と同事務所との取引金
額総額は２百万円です。

松田浩明氏は、法律専門家として、企業法務
分野における長年の実務経験を通じて、企業
活動に係る法律に関する幅広い知見を有して
おります。同氏には法律専門家としての経験・
見識を基にした客観的見地から、企業法務・コ
ンプライアンスに関する助言や経営監視の向
上に資する提言・助言を期待しております。

なお、当社と同氏が所属する虎ノ門第一法律
事務所との取引金額及び当社の「社外役員の
独立性に関する基準」に照らし、同事務所は、
当社を主要な取引先とする者もしくは役員報酬
以外に多額の金銭等を得ている法律専門家に
は該当せず、当社からの独立性を有しておりま
す。一般株主との利益相反が生じる恐れのな
い独立役員としての役割を十分に果たしていた
だけると判断し、独立役員に指定いたしました
。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（
名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 1 1 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 1 1 2 0 0
社内取
締役

補足説明

指名報酬委員会の詳細については、本報告書のⅠ．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】（補充原則４－１０①）に記載しており
ます。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名



監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は会計監査人と緊密な連携を保ち、意見及び情報の交換を行っております。また当社内部監査部門は内部監査結果を監査役に報告し、
監査役は、必要に応じ内部監査部門を活用できることとしております。さらに監査役の職務を補助するため、監査役室を設置しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小野 哲 他の会社の出身者 ○

中江 康男 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小野 哲 ○ 該当事項はありません。

小野哲氏は、その独立性に影響を及ぼし得る
特段の属性を有しておりません。また、長年の
行政機関等での経歴を通じ、財務及び税務に
関する専門知識と豊富な経験を有しております
。 当社からの独立性を有しており、一般株主と

の利益相反が生じる恐れのない独立役員とし
ての役割を十分に果たしていただけると判断し
、独立役員に指定いたしました。



中江 康男 ○ 該当事項はありません。

中江康男氏は、その独立性に影響を及ぼし得
る特段の属性を有しておりません。また、長年
の事業法人経営者としての職歴を通じて培わ
れた企業経営全般に関する豊富な経験と幅広
い見識を有しております。なお、中江康男氏が

代表取締役社長を務める中江産業株式会社は
当社の株主ですが、2022年３月時点の議決権
保有割合は3.67% であり、当社の「社外役員の

独立性に関する基準」に照らし、主要株主には
該当しないため、当社からの独立性を有してお
ります。一般株主との利益相反が生じる恐れの
ない独立役員としての役割を十分に果たしてい
ただけると判断し、独立役員に指定いたしまし
た。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

・当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

・「社外役員の独立性に係る基準」は、当社ウェブサイトにて公開しています。

https://assets.takasago.com/prod/default/s3fs-public/2022-06/cg_policy_2022.pdf

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の社外取締役を除く取締役を対象に、取締役と株主の皆様との価値共有をより一層促進し、中長期的な企業価値向上に資する報酬体系を
構築することを目的として、2017年６月28日開催の第91回定時株主総会において譲渡制限付株式報酬制度を導入することを決議いただき、2022
年６月24日開催の第96回定時株主総会において譲渡制限付株式報酬制度の一部改定（譲渡制限期間の改定）を決議いただいております。

譲渡制限期間は、取締役が株式の割当てを受けた日から、当社の取締役その他当社の取締役会が定める地位を退任又は退職等する日（取締役
会決議でそれより遅い日を定めた場合はその日）までの期間とし、譲渡制限期間中、取締役は割当てを受けた株式について、第三者に対して譲
渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこととしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

社内取締役及び社外取締役の別に各々の総額を開示しております。

取締役の報酬等の開示については、事業報告及び有価証券報告書に開示しております。

2022年３月期 取締役（社外取締役を除く）に支払った報酬　　　186百万円



2022年３月期 監査役（社外監査役を除く）に支払った報酬　　　16百万円

2022年３月期 社外役員に支払った報酬　　　　　　　　　　　　 　　34百万円

（取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社「取締役の報酬等の決定方針」において、以下の通り定めております。

（基本方針）

①業務執行取締役の報酬等は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けて、当該業務執行取締役の意欲をより高めることので
きる、適切、公正かつバランスのとれたものとする。

②業務執行取締役の報酬等は、前項の方針に従い、株主総会で決議された額の範囲内で、一部業績連動の要素を反映させ、かつ、中長期的な
業績と連動させるものとし、指名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会で決定するものとする。

③社外取締役の報酬等は、社外取締役の職責を反映した定額の固定報酬のみとし、株式関連報酬その他の業績連動型の要素は含まないものと
する。

（固定報酬）

固定報酬は、各取締役の職責や役位に応じて毎月支給する報酬であり、個々の支給水準については、業績、過去実績、従業員給与の支給水準
及び他社の支給水準等を勘案して支給額を決定する。

（業績連動報酬（賞与））

業績連動報酬（賞与）は、会社業績や各取締役の経営への貢献度に応じて毎年一定の時期に支給する報酬であり、各事業年度の連結売上高、
連結営業利益及び親会社株主に帰属する当期純利益等の業績指標に基づき、さらに各取締役が設定した重点施策に対する達成度等を総合的
に勘案して支給額を決定する。

（株式報酬等）

株式報酬等は、譲渡制限付株式報酬及び株価連動型金銭報酬等によるものとする。

譲渡制限付株式報酬は、取締役会決議に基づき、対象となる取締役に毎年一定の時期に金銭報酬債権を支給し、取締役が当該金銭報酬債権
の全部を現物出資の方法で払い込むことにより、当社普通株式を割り当てる方法により支給する。

支給する金銭報酬債権の報酬額の上限は年額1億円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）、交付を受ける株式の総数は年４万
株以内とし、個人別の株式割当て数を含め、指名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会が決定する。

なお、譲渡制限期間は、取締役が株式の割当てを受けた日から、当社の取締役その他当社の取締役会が定める地位を退任又は退職等する日（
取締役会決議でそれより遅い日を定めた場合はその日）までの期間とし、譲渡制限期間中、取締役は割当てを受けた株式について、第三者に対
して譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない。

国内非居住の取締役に対しては、上記の譲渡制限付株式報酬に代替する報酬として、取締役の金銭報酬について株主総会で決議された総額の
範囲内で、株価連動型金銭報酬（ファントム・ストック）を付与するものとし、株式割当日に当社普通株式を支給したものと仮想して、想定される譲
渡制限期間解除時に、その時点における当該株価相当額の金銭を支給する。個人別に付与する株価連動型金銭報酬（ファントム・ストック）は、指
名報酬委員会からの答申内容を尊重し、取締役会が決定する。

（業務執行取締役の報酬等の構成及び割合）

業務執行取締役の報酬は、固定報酬、主として短期業績を反映する業績連動報酬としての賞与及び株主との価値共有の一層の促進を通じて中
長期的な企業価値向上に資する報酬体系としての株式報酬等で構成される。

各報酬の構成比（賞与が満額支給された場合の構成比）は、原則として、概ね、固定報酬（60％程度）、業績連動報酬（賞与）（20％程度）、株式報
酬等（20％程度）となるように設定する。

（取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項）

取締役会は、取締役の個人別の報酬の支給額の決定のうち、各取締役の固定報酬及び業績連動報酬（賞与）の額の決定につき、代表取締役に
一任する旨の取締役会決議を行い、代表取締役にその具体的内容について委任する。

なお、報酬額の決定に際して、代表取締役は、指名報酬委員会からの答申内容を尊重する。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役との連絡窓口として秘書室及び経営企画部が連携し、必要に応じて事前または事後説明を行える体制としております。また監査役の
直轄組織として監査役室を設け、監査役室スタッフを配置するとともに、必要に応じ内部監査部門を活用できることとしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の取締役会は議長を取締役社長桝村聡とし、社外取締役２名を含む10名で構成され、経営上の意思決定に係る最高機関となっております。
取締役の任期を１年として、取締役の責任の明確化を図っております。また、当社は執行役員制度を導入しており、執行役員で構成される経営会



議は議長を社長執行役員桝村聡とし、執行役員14名で構成され、取締役会の下部組織として、迅速かつ的確な意思決定に努めるとともに、取締
役会は経営監督機能の強化により重点をおいております。取締役会及び経営会議はそれぞれ月１回開催しております。特に経営会議については
、四半期に一度、海外拠点の執行役員も出席し、グローバルでの経営報告及び課題について情報を共有し、議論を行う場として位置づけておりま
す。

委員会等として以下を設置しております。

指名報酬委員会は委員長を取締役社長桝村聡とし、取締役３名（社外取締役２名）で構成され、取締役会の諮問機関として、取締役の指名、報酬
等に関する審議を行い、取締役会に対して答申しております。

危機管理本部は本部長を取締役社長桝村聡とし、各事業部門長11名で構成され、危機管理に関する全社方針を企画立案しております。

コンプライアンス委員会は委員長を取締役社長桝村聡とし、取締役・常勤監査役９名で構成され、コンプライアンス体制の確立と徹底を図るために
重要事項を審議し、推進しております。

リスク管理委員会は委員長を取締役社長桝村聡とし、取締役・執行役員等12名で構成され、総合的なリスク管理体制の確立を図るため重要事項
を審議し、推進しております。

コーポレート・ガバナンス委員会は委員長を取締役社長桝村聡とし、取締役・執行役員等７名で構成され、持続的な企業価値の向上を目指し、コ
ーポレート・ガバナンスに関わる重要事項につき審議しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では取締役による経営判断の効率化と業務執行の迅速性を確保するため執行役員制を導入し、取締役会の企業統治機能と執行役員による
業務執行の分化を図っております。一方で取締役の任期を１年とすることで株主総会の信認の機会を十分確保し、経営責任をより明確化し持続
的な経営機能の強化も図っております。また、監査役が各々の経験を活かして公正・中立的立場から経営への監査機能を発揮するとともに、内部
監査部門及び会計監査人とも十分連携をとることで監査役会を一層有効に機能させ、経営者の恣意的判断の排除、任務懈怠の防止、継続的な
会社の説明責任の確保にも努めております。当社では取締役会の企業統治機能と、社外取締役及び社外監査役による経営監視が十分に機能す
る体制が整っていると考え、監査役会設置会社の形態を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 定時株主総会開催日の３週間前を目途として発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
会計事務手続上の日程面での制約を考慮しつつも、株主の皆様の利便性向上をはかる
べく集中日をなるべく避けた候補日選定を行っております。

電磁的方法による議決権の行使
より多くの株主の皆様が議決権を行使できるように、インターネットによる議決権行使を可
能にしております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家の皆様の利便性向上のため、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決
権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の株主総会参考書類及び計算書類の英訳を行い、郵送による招集通知の発送
前日に、当社ウェブサイトに掲載しております。

その他
電磁的データによる招集通知を、郵送による招集通知の発送日の前日に株式会社東京
証券取引所及び当社ウェブサイトに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算及び第２四半期決算時の年２回、決算説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書・決算短信・決算説明会資料・財務情報・株主総会資料、その
他IR資料について以下のウェブサイトに掲載しております。

https://www.takasago.com/ja/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 管理本部内にIR/広報室を設置しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社グループ共通の企業憲章及び行動規範を制定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

コンプライアンス、EHS「Environment（環境）・Health（健康・衛生）・Safety（安全）」の推進に

も積極的に取り組み、社会と共存する開かれた企業として、社会の一員としての責務を果
たしてまいります。具体的な取り組みとして、当社グループのEHS宣言に基づき、中長期計
画「Sustainability 2030」を策定しております。取組みの詳細につきましては当社ウェブサイ

トをご参照ください。

https://www.takasago.com/ja/sustainability

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社グループ共通の企業憲章に「企業情報を公正に開示して透明性を高め、企業をとりま
く幅広いステークホルダーと建設的な対話を行い、企業価値の向上を図ります」と定めてお
ります。

また当社「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第11条において、適切な情報開示と
透明性の確保として以下を定めています。

(1)当社は、会社法、金融商品取引法、その他の適用ある法令および金融商品取引所規程
に従って、公正、詳細、かつ平易な方法によって、財務および業務に関する事項を開示し
ます。

(2) 当社は、法令に基づく開示以外の情報提供に関しても、企業憲章に基づき適時・適切

な開示を行い、広く社会に対して透明性を高めることに努めます。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社の取締役会では「内部統制システムに関する基本方針」を以下の通り定め、定期的に運用状況の評価を行い、適切な体制整備に努めており
ます。

(1)　当社の取締役の職務執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制

文書管理規程・決裁権限規程・稟議規程などに従い、取締役の職務執行に係る情報を文書等に記録し、保存しております。保存方法については、
文書管理規程に定める方法で行い、重要文書については別途保存期間を定めております。取締役、監査役は常時これらの文書等を閲覧できるも
のとしております。

(2)　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役社長を本部長とする危機管理本部を設置し、重大な損失が発生する場合に備えて緊急時対応を定めた危機管理計画書を策定しておりま
す。また、取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、総合的なリスク管理体制の確立を図るため重要事項を審議し、推進しておりま
す。その他必要に応じ取締役会及び経営会議にて対応しております。

(3)　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

グループ全体の目標として、３事業年度を単位とした中期経営計画を戦略的に策定し、これに基づき各事業本部の毎期の目標・予算を設定し、事
業本部ごとの効率的な資源配分に努めると共に、四半期ごとに結果をレビューし、効率性の確保を図っております。また、執行役員制を導入する
ことにより、取締役会の企業統治機能と執行役員による業務執行機能の分化・効率化を図っております。職務分掌規程、取締役会付議規程、決
裁権限規程、稟議規程等が定める権限体系の中で権限委譲による効率的な業務遂行が図れる体制としております。

(4)　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

グループ共通の企業憲章・行動規範を制定し、企業倫理の確立、法令遵守を徹底しております。取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員
会を設置し、コンプライアンス体制の確立と徹底を図るために重要事項を審議し、推進しております。また、内部通報制度を整備し、役職員に対し
その周知徹底を図り、コンプライアンス体制の強化に努めております。監査部及び安全管理部において、業務監査のほか、コンプライアンスの観
点も踏まえて環境保全・労働安全衛生・保安防災の監査を実施し、法令遵守体制の徹底を図っております。

(5)　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、国内子会社及び海外子会社に対し当社への報告規程を策定し、その業務執行における一定の事項は当社宛事前協議、事前または事後
の報告を義務づけることにより、当社グループ業務の適正性を確保しております。

2　当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

重大な損失が発生する場合、もしくは新たな損失リスクが予見される場合は、当社の管理部門へ速やかに連絡を行う体制としております。主要な
国内子会社及び海外子会社については、当社の役職員が子会社取締役として経営に参画し、当社管理部門と共に、当社グループ業務の適正運
用に努めております。また、当社監査役は国内子会社監査役を兼務しております。

3　当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

上記(3)項の中期経営計画に基づき各子会社の毎期の目標・予算を設定し、子会社ごとの効率的な資源配分に努めております。経営計画をグル
ープ経営計画として策定し、グループ全体としての業績管理を通して目標設定・フォロー・レビューを行うとともに、子会社については定期的に報告
会を開催し、進捗状況を確認することで効率的な業務遂行を図る体制としております。



4　当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

上記(4)項の企業憲章・行動規範に基づき、グループ全役職員に対し企業倫理の確立及び法令遵守を徹底するとともに、コンプライアンス委員会
を設置し、グループ全体のコンプライアンス体制の確立と徹底を図るために関連事項の審議等を行っております。

(6)　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査役の職務を補助するため、監査役室を設置しております。また、監査役の職務を補助すべき使用人の配属、異動、評価等の人事事項につい
ては監査役会と事前に協議し実施しております。

(7)　当社及び当社子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他監査役の報告に関する体制

監査役は、業務の適正な運営を検証するため、全ての重要な会議に出席できます。また、上記(4)項の内部通報制度による通報並びに法令・定款
違反、不正行為またはその可能性のある事実の発生があった場合、監査役が出席するコンプライアンス委員会に報告される体制としております。
また、当社は、監査役に報告を行った当社グループの全役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わないこととしておりま
す。さらに、監査役の職務の執行に必要がある場合には、その費用は会社が負担することとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは反社会的勢力や団体に対しては、社会的正義を実践すべく、毅然とした態度で臨んでおります。

当社グループ企業憲章及び行動規範に、社会の秩序を乱す反社会的勢力に対して毅然と対応する事を定め、この原則を徹底しております。社内
に対応部署を設け、平素より関係行政機関や地域企業と情報交換に努めております。また、事案の発生時には、関係行政機関や法律の専門家と
緊密に連携し、速やかに対処できる体制としております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を導入していましたが、その有効期間が満了となる2019年６月26日の定時株主
総会終結の時をもって廃止しました。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

当社は、「創業精神」「企業理念」「Vision 2040」及び「企業憲章」のもと企業活動を行っておりますが、取引先・株主・地域社会など、全てのステーク

ホルダーの皆様に対して、透明性・公平性・継続性を鑑みた適時・適切な情報提供を行っています。

重要情報の適時開示については、決裁権限規程及び内部者情報管理規程において適時開示体制及び手続を定め、適切な運用に努めておりま
す。具体的には、経営戦略本部長を情報取扱責任者として、経理部・法務知的財産部・人事総務部・ＩＲ／広報室等、関連部署が連携し適時開示
を実施しております。また、規程に沿い取締役会の承認を得て開示する場合があります。

投資家の皆様に対しては、取締役社長出席のもと決算説明会を定期的に開催するなど、より一層の情報開示を行うことにより経営内容の透明性
を高め、かつ充分な説明責任を果たすことに努めております。

任意開示事項については更なる充実を図り、全てのステークホルダーの皆様のご理解を高められるよう努めております。




